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《要旨》 

 

本稿では、日本産業生産性データベースより作成した産業別・情報通信技術(ICT)資本スト

ック、厚生労働省が作成する「賃金構造基本統計調査」のマイクロデータ、労働政策研究研

修機構が作成する「日本版 O-NET」における職業特性の数値指標、の 3 つのデータセット

を用いて、日本において、ICT 導入が活発化する中でどのようなタスクが増減したか、を明

らかにする。通勤圏別の推計結果をみると、ICT 導入に伴い、非定例・分析的や相互的のタ

スク量が増加した一方、定例・非定例の手作業タスクは減少したことがわかった。 

この結果は、ICT 導入が、手作業のタスクから、非定例の分析的・相互的タスクへの労働 

移動を促したことを示唆している。 

 

（備考）本論文は、執筆者個人の責任で発表するものであり、独立行政法人 労働政策研究・研修

機構としての見解を示すものではない。 

本研究は、経済産業研究所及び労働政策研究・研修機構のプロジェクトの一部として実施され

た。藤原と代田は、科学技術研究費 (B) No. 21H00698 の助成を受けている。 



1 はじめに

1.1 動機と本研究の内容

近年の情報通信技術（以下、ICT）の発展には目覚ましいものがあり、その帰結に対する関心は高
まっている。こうした社会の強い関心を背景に、経済学者は、ICTがマクロ経済、特に、労働市場
に与えた影響についての理解を深めることに貢献してきた。

Katz and Murphy (1992)によって示されたように、1963年から 1987年までの米国の相対賃
金の推移をみると、学歴間（大卒、高卒）の賃金格差が拡大する一方、男女間の賃金格差は縮小し
た。一方で、この期間、供給要因についてみると、大卒人口は増加し、女性の社会進出も進展した。
これらの現象を統一的に説明するコンセプトとして、スキル偏向技術進歩（Skill Biased Technical

Progress）が提示された。すなわち、大卒に有利（大卒の労働限界生産性を相対的により強く引
き上げるよう）な、または、それまでに存在したかもしれない男女間の生産性格差を縮小させる
ような技術進歩が進展したのではないか、という考え方である。この考えに従うと、まさに、ICT

はスキル偏向技術進歩として、高スキル労働者に対する相対需要を高め、スキル間の賃金格差を
拡大させた、と捉えることができる。

一方、その後の研究（例えば、Autor et al. (2003)）によると、1990年以降では、低スキル労
働者、高スキル労働者の雇用が増加した一方で、中スキル労働者の雇用が減少した、と報告され
ている。スキル偏向技術進歩では、こうした労働市場の２極化現象を説明することができない。
そこで、現実の現象と従来理論からの示唆との乖離を解消するために提示された考え方が、タス
ク偏向技術進歩（Task Biased Technical Progress）である。ICTは、タスク偏向技術進歩として
捉えることができ、高スキル労働者、低スキル労働者の両方について、非定型的タスクへの需要
を増加させた、という実証結果が報告されている。日本については、池永 (2009)、Ikenaga and

Kambayashi (2016)が、ICT導入が活発な産業で非定型・分析型の業務が増加した一方、定型・認
識型、定型・手仕事型業務が減少したと報告している。

本稿の分析も、池永 (2009)、Ikenaga and Kambayashi (2016)による、日本において、タスク
偏向技術進歩の影響の把握を試みた研究の延長線上に位置づけられるものである。先行研究と趣を
異にする点として、まず、日本全体を一つの労働市場として捉えるのではなく、労働者が直面する
地域労働市場内での影響を分析している点が挙げられる。次に、Acemoglu and Autor (2011)の
方法に従った日本版タスクスコアを用いている点も挙げられる。Acemoglu and Autor (2011)は、
職業リファラルデータベースであるO*NETの職業別数値情報を利用することで、タスクスコア
の計算を試みた。Komatsu and Mugiyama (2021)、Arai et al. (2021)は、この方法に従い、労働

1
1



政策研究・研修機構 (以下、JILPT)が開発した日本版Oネットの職業別数値情報を用いて、タス
クスコアを計算した。本稿は、Arai et al. (2021)によって作成されたタスクスコアを用いて、ITC

の影響を分析している。

Arai et al. (2021)では、まず、賃金構造基本統計調査を用いて、(1)非定例・分析的、(2)非定
例・相互的、(3)定例・認知的、(4)定例・手仕事、(5)非定例・手仕事の 5種類のタスクが、それ
ぞれの職業、時点でみて、どの程度利用されていたかを示す指数を作成されている。次に、これ
を、日本の通勤圏別に集計したものが計算されている。

本稿では、この通勤圏別に集約された指数を被説明変数として、ICT資本ストックで回帰し、
ICT導入の影響の計測を試みた。推計結果をみると、ICT導入に伴い、非定例・分析的や相互的の
タスク量が増加した一方、定例・非定例の手作業タスクは減少したことがわかった。この結果は、
ICT導入が、手作業のタスクから、非定例の分析的・相互的タスクへの労働移動を促したこと、す
なわち、ハイスキル労働者が比較優位を持つタスクに対する需要が高まる一方、ミドルあるいは
ロースキル労働者が実行することが多いタスクに対する需要が低下したことを示唆している

1.2 先行研究の整理

ICT導入が労働市場に与えたインパクトを考察する研究では、経済に広がる賃金格差や 2極化の
原因としての観点から分析がなされてきた。その際には、ICTの発展をどのような技術進歩して
捉えるのかという点でいくつかの仮説が提示されてきた。

第一は、スキル偏向技術進歩として捉える考え方である。これは、Bound and Johnson (1992)、
Katz and Murphy (1992)、Levy and Murnane (1992)、Juhn et al. (1993)、Berman et al. (1994)、
Autor et al. (1998)らによって展開された仮説である。具体的には、ICTなどの技術進歩が、高ス
キル労働者に対する需要を高めるという側面に注目したものであり、技術進歩が要素中立的では
ないことの重要性を指摘するものとして位置づけることができる。そして、こうしたスキル偏向的
技術進歩は、高スキル労働者に対する相対的需要を高めることを通じて、高スキル労働者と低スキ
ル労働者との間の賃金格差の拡大させると解釈される。実際に、Katz and Murphy (1992), Juhn

et al. (1993)らをはじめとする多くの研究は、賃金のスキルプレミアムが上昇したことを実証的に
示している。ただし、スキル偏向技術進歩という考え方にも問題がない訳ではない。確かにスキ
ル偏向技術進歩は、1980年代の米国で進行した学歴の異なる労働者間での賃金格差拡大は説明で
きる。その一方で、1990年代以降では、高スキル労働者と低スキル労働者の雇用が増加する一方、
中スキル労働者の雇用が減少するといういわゆる労働市場の 2極化が欧米諸国で進行したことが
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報告されている（Autor et al. (2003)、Goos and Manning (2007)、Spitz-Oener (2006)、Goos et

al. (2009)）。スキル偏向技術進歩仮説は、こうした現象の説明には適していない。

これに代わる仮説として提出されたのが、タスク偏向技術進歩仮説である。これは、Autor et

al. (2003)、Acemoglu and Autor (2011)らによって発展した仮説である。具体的には、生産過程
は分離可能な複数のタスク（職務）から構成されると考える。そして、ICTなどの技術進歩が、そ
れまで労働が担っていたタスクを代替するという側面に注目したものである。特に、Autor et al.

(2003)は、タスクを定例的（routine）か非定例的（non-routine）かに分け、さらにその中でも、
定例的タスクについては手作業的（manual）か認知的（cognitive）に分類すること、非定例的タ
スクについては分析的（analytical）、相互的（interactive）、手作業的（manual）に分類すること
を提案している。こうした職務内容ごとの分類を行うことで、ICTやロボットなどの自動化技術
が、中スキル労働者が行う定例的な職務を担うようになったという説明が容易となった。こうし
たタスクを通じた見方に立つと、ICTは、主として高スキル労働者が行っている非定例な分析的・
相互的職務と、主として低スキル労働者が行っている非定例的な手作業的職務とに対する 2極化
を進めることに繋がったと解釈される。実際に、ICTの導入によってどの様なタスクが増加（減
少）したのか、については、Autor et al. (2003)、Goos and Manning (2007)、Spitz-Oener (2006)

らを始めとして実証的な研究が進み、定型的タスクを減少させる一方、非定型的タスクを増加さ
せることを見出す研究が多い。

わが国を用いた分析として、櫻井 (2004)はコンピューター投資等の技術進歩は、高学歴労働者
に対する需要を増加させる要因であることを指摘している。また阿部 (2005)は、ICTへの導入が
定型的な仕事の外部化につながる一方、ICTでは代替できないアナログスキルの重要性が高まっ
たことを、アンケート調査を通じて明らかにしている。この間、池永 (2015)は賃金に関する二極
化に注目し、ICT投資を増加させた産業で賃金が上昇したとは結論できないことを見出している。
池永 (2009)、Ikenaga and Kambayashi (2016)は、ICTが労働市場におけるタスク構成の変化を
分析した研究である。これらの研究では、わが国の産業別データを用いて分析を行い、ICT導入
が活発な産業で非定型分析型業務が増大し、定型認識型業務や定型手仕事型業務の減少が見られ
ることを指摘している。

本研究が用いるタスクスコアについて敷衍しておくと、Autor et al. (2003)は、先述の非定例分
析的、非定例相互的、定例認知的、定例手作業的、非定例手作業的のタスク 5分類を用いて、米国
の各職業のタスクスコアを計算している。その際には、Dictionary of Occupational Titles (DOT)

の職業別職務内容に依拠している。Acemoglu and Autor (2011)は、同じくAutor et al. (2003)の
タスク 5分類を用いているが、各職業のタスクスコアを計算する際には、職業リファラルデータ
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ベースである O*NETの職業別数値情報を利用することで、より精緻なタスクスコア計算方法を
提案している。わが国では、JILPTが日本版Oネットを開発し、職業別数値情報を公開している。
Komatsu and Mugiyama (2021)やArai et al. (2021)は、この数値情報を用いて、Acemoglu and

Autor (2011)と同様の方法で職業別タスクスコアを計算している。本研究では、Arai et al. (2021)

が作成した、職業別の 5タスクスコアを用いて推定を行っている。

本研究では ICTを主たる分析対象としているが、労働市場に影響を与えるタスク偏向的な技
術進歩は ICTだけというわけではない。近年注目を集めるものとしては、ロボットをはじめとす
る自動化技術があげられる。自動化技術としてのロボットの労働市場の影響に関する分析は、基
本的には雇用全体を対象とする場合が多い。具体的には、Graetz and Michaels (2018), Bessen et

al. (2019), Humlum (2019), Acemoglu and Restrepo (2020), Acemoglu et al. (2020), Adachi et

al. (2020a), Aghion et al. (2020), Dekle (2020), de Vries et al. (2020), Fujiwara and Zhu (2020),

Adachi (2021), Dauth et al. (2021), Koch et al. (2021) and Mann and Puttmann (2021) は、ロ
ボット導入が労働市場に与えた推定を行っている。ただし、ロボット技術の導入が雇用を増加さ
せるのかどうかについては、現状では実証的にも結論は分かれている。例えば、Acemoglu and

Restrepo (2020)は、ロボットの増加が米国の雇用量を減少させたと結論づけている一方、Adachi

et al. (2020a)や Dekle (2020)は、わが国では反対の結果が得られることを報告している。この間、
Graetz and Michaels (2018)やFujiwara and Zhu (2020)は、グローバルなデータを用いて、ロボッ
ト導入と雇用との間には明確な関係が見られないことを報告している。また、Arai et al. (2021)

は、雇用全体ではなくタスク量に注目した分析を行っている。そして、ロボット技術の導入は、タ
スクの種類ごとに異質な影響があることを明らかにしている。本研究では、ICTの導入が、ロボッ
ト技術の導入と同様に、労働市場に異質な影響をもたらしたことを明らかにしている。

以下、第 2節では、モデルを用いて ICTの導入とタスクとの関係を整理する。第 3節では実証
分析の枠組みとデータについて説明する。第 4節では推計結果を示す。第 5節は結語である。

2 モデルによる整理

本節では、Arai et al. (2021)で展開された簡単なモデルを応用して、ICT導入がタスクのシフト
を引き起こすことを示しておこう。具体的に、代表的な消費者は、労働からの不効用（vH(H)と
vL(L)）を考慮したうえで、暗黙的に定義される効用Uを最大化するものとする。

[∫ 1

0
β (i)

1
σ

(
C (i)
Uϕ(i)

)1− 1
σ

di

] σ
σ−1

:= 1,
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その際の予算制約は、以下の様に表される。

∫ 1

0
P (i)C (i) = WH H + WLL + Π.

ここで、C, P, H, L, W,及びΠは、消費、価格、タスク H及び Lに関する労働供給、名目賃金率、
及び、名目利潤をそれぞれ表す。βと σは、ウエイトと消費財 i ∈ Iの間の代替弾力性を表すパラ
メータである。Hanoch (1975), Sato (1975), Matsuyama (2019)及び Comin et al. (2021)が示して
いる通り、ϕ (i)はエンゲル効果を定義することになる。我々は、ϕ (i)が iに関して増加関数とな
ることを仮定する。これは、iが大きいほど所得効果が大きいことを意味している。なお、上記の
定式化は ϕ (i) = 1のときには、標準的な CES需要システムとなる。

各消費財の生産関数は、CES関数によって表される。

Y (i) =


α (i)

1
η(i)

[(
γ (i)

1
ε(i) R (i)1− 1

ε(i) + (1 − γ (i))
1

ε(i) L (i)1− 1
ε(i)

) ε(i)
ε(i)−1

]1− 1
η(i)

+ (1 − α (i))
1

η(i) H (i)1− 1
η(i)




η(i)
η(i)−1

.

ここで、α (i) と γ(i)はウエイトを表すパラメータである。ε (i)は ICTとタスク Lの代替弾力性
を表し、η (i)は ICTとタスク Lのコンポジットとタスク Hの代替弾力性を表す。重要な仮定は、
ε (i)が iに関して減少関数となる点である。すなわち、ICTとタスク Lは、iが小さくなるにつれ
てより代替的となる。この点が、各産業においてタスク Lが減少するか、増加するかを決定する
ことになる。

α(i)と γ(i)は、iの増加関数である。この設定は、Acemoglu and Guerrieri (2008)の資本深
化を通じたボーモル効果を捉えることを企図したものである。このボーモル効果は、ϕ (i)を通じ
たエンゲル効果と相まち、ICT導入の増加に伴って、代替性の高い財から代替性の低い財への労
働と生産のシフトを引き起こすことになる。

ICTは、Hタスクからのみ生産される（R = Ā f (HR)）。ここで、Āは ICT生産技術を表す。
労働市場のクリアリング条件は以下で与えられる。

H =
∫ 1

0
H (i)di + HR,

J =
∫ 1

0
L (i)di.
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ε(i)

) ε(i)
ε(i)−1

]1− 1
η(i)

+ (1 − α (i))
1

η(i) H (i)1− 1
η(i)




η(i)
η(i)−1

.

ここで、α (i) と γ(i)はウエイトを表すパラメータである。ε (i)は ICTとタスク Lの代替弾力性
を表し、η (i)は ICTとタスク Lのコンポジットとタスク Hの代替弾力性を表す。重要な仮定は、
ε (i)が iに関して減少関数となる点である。すなわち、ICTとタスク Lは、iが小さくなるにつれ
てより代替的となる。この点が、各産業においてタスク Lが減少するか、増加するかを決定する
ことになる。

α(i)と γ(i)は、iの増加関数である。この設定は、Acemoglu and Guerrieri (2008)の資本深
化を通じたボーモル効果を捉えることを企図したものである。このボーモル効果は、ϕ (i)を通じ
たエンゲル効果と相まち、ICT導入の増加に伴って、代替性の高い財から代替性の低い財への労
働と生産のシフトを引き起こすことになる。

ICTは、Hタスクからのみ生産される（R = Ā f (HR)）。ここで、Āは ICT生産技術を表す。
労働市場のクリアリング条件は以下で与えられる。

H =
∫ 1

0
H (i)di + HR,

J =
∫ 1

0
L (i)di.
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財市場のクリアリング条件は以下である。

C (i) = Y (i) .

上記の問題の解析解を得ることは難しいため、モデルを単純化しよう。具体的には、2つの産業
（i = {1, 2}）からなる経済を考え、さらに、以下の様な仮定を追加的に導入する。σ = 1, ϕ (i) = 1、
η (i) = 1, ε (1) = ∞、ε (2) = 1、vL (L) = L、及び　 vH (H) = 1/(1 + ηH)H1+ηH である。ここ
で、ηH > 0。雇用調整は、LタスクのほうがHタスクよりも容易であり、タスク LとタスクHの
不効用関数をそれぞれ線型、コンベックス関数とする。1 さらに、ICTの生産は外生的と仮定する
（R̄）。2 上記の簡単化の仮定の下で、各産業の雇用比率は以下の様に与えられる。

L2

H2
=

α2 (1 − γ2)

1 − α2
Γ

1
1−α1β−α2(1−β) ,

L
H

=
α1β + α2 (1 − β)

(1 − α1) β + (1 − α2) (1 − β)
Γ

1
1−α1β−α2(1−β) − R̄,

ここで

Γ :=
[
αα1

1 (1 − α1)
1−α1 β

]β [
αα2

2 (1 − α2)
(1−α2) (1 − β)

]1−β [
γ

γ2
2 (1 − γ2)

1−γ2
]α2(1−β)

.

従って、タスク Lと ICTとの間の代替の弾力性が低い産業 2では、ICTストックのサイズは雇
用比率を変化させない。その一方で、タスク Lと ICTが代替的な産業 1では、ICTの導入が進む
につれて、タスク Lのシェアが低下する。

d L1
H1

dR̄
< 0.

ICTの導入によって、特定のタスクの置き換えが進むかどうかはパラメータによって異なるとい
うことになる。次節以降では、ICTの導入によってタスク間での置き換わりが進むかどうかを実
証的に検討する。

1vH (H) = H かつ vL (L) = 1/(1 + ηL)L1+ηL のように仮定しても解析解は得られる。
2これは、ICTが外生的な技術のみから生産されると想定することに等しい。
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3 実証分析の枠組みとデータ

本節では、まず実証分析の枠組みを説明し、続いて利用するデータとその構築方法を説明する。

3.1 実証分析の枠組み

本研究は、ICT導入が労働市場にもたらした異質なインパクトを推定する。一般に、就業者は複
数のタスクを遂行しており、各職業は複数の異なるタスクの組み合わせから構成されると見なす
ことができる。そして、ICTの導入は、就業者が遂行する多くのタスクのうちの一部を代替する
と考えられる。従って、ICTの導入の影響とは、各職業の就業者が遂行するタスクの内、(1)どう
いった種類のタスクがどの程度代替されるのか、(2)どういった種類のタスクがどの程度追加的に
増加するのか、を把握することに他ならない。

このような場合、理想的には、各就業者が従事しているタスクを定量化し、ICTの導入によっ
てどの様なタスクが減少しどの様なタスクが増加したのかを把握すればよい。しかし、現状利用
可能なデータを鑑みるにタスク量の定量的把握は困難である。そのため、本研究では、職業別就
業者の推移の情報からタスク量の変化を推定することを通じて、どの様なタイプのタスクが減少
（増加）するのかを把握するというアプローチを取る。なお代替的に、ICTの導入が各職業に従事
する就業者数にどの様に影響したか、を個別に推定する方法も考えられえる。しかし、日本標準
職業分類によれば職業小分類は 329（平成 21年 12月統計基準設定）と多く全体的な傾向の把握が
難しいことなどを考慮し、個別職業を用いた推定は行っていない。

具体的に、本研究の実証分析では、Autor et al. (2003)、Acemoglu and Autor (2011)が提唱す
る、5種類のタスクスコアを被説明変数として利用する。5種類のタスクとは、具体的には、（１）
非定例・分析的、（２）非定例・相互的、（３）定例・認知的、（４）定例・手仕事、（５）非定例・
手仕事の 5つである。Acemoglu and Autor (2011)は、米国版O*NETの数値情報を用いて、職業
別に５つのタスクスコアを計算している。わが国のデータを用いて分析したArai et al. (2021)は、
JILPTが開発した日本版Oネットの数値系情報を利用し、Acemoglu and Autor (2011)、Komatsu

and Mugiyama (2021)に倣って、5タスクスコアを職業別に計算した。本研究では、このデータ
を用いて、ICTの導入が各種タスク投入量にどのような影響を及ぼしたのかを推定した。本稿の
一つの特色は、全国にある通勤圏を地域労働市場と見なして通勤圏別に推定を行う点にある。以
下では、具体的推定法を説明する。
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本研究で用いる推計式は以下の様に表される。

Sk
c,t = αk

c + αk
t︸ ︷︷ ︸

2-way固定効果

+ βkKc,t︸ ︷︷ ︸
ICT 資本ストックの影響

+ γkXc,t︸ ︷︷ ︸
その他のコントロール変数の影響

+ϵk
c,t, (1)

ここで、Sk
c,t、Kc,t、Xc,t、ϵk

c,tは、ある通勤圏 cにおける、k種のタスクスコア、ICT資本ストック
に対するエクスポージャー、その他のコントロール変数、誤差項をそれぞれ表す。

通勤圏別の k種のタスクスコアは以下の様に定義する。

Sk
c,t = ∑

j∈J

λj,c,tSk
j , (2)

ここで、λj,c,t、Sk
j は、職業 jの通勤圏 c内での就業者シェアと、職業 jのタスク kに関するスコア

を表している。従って、ある通勤圏内での職業の構成比が変化していくことを通じて、その通勤
圏内で用いられるタスクが変化していくことになる。なお、本研究は、ICTの導入によるタスク
インプットの投入を職業構成比の変化を通じて捉えようとする試みであり、職業 jのタスクの時間
的変化は排除していることには留意が必要である。3また、(1)で利用するその他の通勤圏別データ
は、産業別に構築されたデータを通勤圏における産業別就業者シェアで加重平均したものである。

次に、通勤圏別の ICTに対するエクスポージャーを表す Kc,tは、米国のデータを用いてロボッ
ト導入が地域労働市場に与えた影響を分析したAcemoglu and Restrepo (2020)に倣って以下の様
に定義する。

ln Kc,t = ∑
i∈I

λi,c,t0 ln Ki,t, (3)

ここで、λi,c,t、Ki,tは、産業 iの通勤圏 c内での就業者シェアと、産業 iの ICT関連資本ストック
をそれぞれ表す。これは、地域別の集計ウエイトを期初時点に固定することによって、ショックに
対する地域別の影響差を見ようとするアプローチである。本アプローチは、Autor et al. (2013)、
Acemoglu and Restrepo (2020)、Adachi et al. (2020a)など多くの分析で用いられているものと同
種のものである。本分析では、わが国の通勤圏別データを用いて、これを ICTの導入の影響分析
に応用するものといえる。

その他のコントロール変数 Xc,t として用いるのは、人口動態要因、グローバル化要因、自動
化要因の 3つである。以下、各要因の具体的な変数を説明する。まず、人口動態要因については、
複数の側面に配慮した。第一は高齢化の進展である。わが国の高齢化の進展は、定例・手作業タ

3日本版 Oネットのデータが蓄積されていけば、各職業が行うタスクの時間的変化についても分析が可能となって
いくことが期待される。
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スクの増加につながったとする研究（Ikenaga (2011)）がある。第二は高学歴化である。先進国
では、高スキル労働者の増加が、職業構成を変化させたことを示唆する研究が多く報告されてい
る（Autor et al. (2003)、Goos and Manning (2007)、Spitz-Oener (2006)）。また、1985年の男女
雇用機会均等法施行が女性の労働市場進出に影響した可能性もある。4これらの要因を考慮するた
め、35歳以下雇用者比率、50歳以上雇用者比率、高卒比率、大卒比率、女性比率をぞれぞれコン
トロール変数として利用する。

次に、グローバル化要因について説明する。過去 40年間に、グローバル化は大きく進展した。
海外製品の流入やグローバルなアウトソーシングは、自国の製造業に影響を及ぼすことが多くの
研究によって指摘されている（Felbermayr et al. (2011)、Autor and Dorn (2013)、Dauth et al.

(2014)）。この点を考慮するため、各産業別の輸入＋輸出を産業の開放度合いを表す変数として採
用した。

最後に、ロボット化の進展もまた、職業構成比に影響を与えた可能性がある（Acemoglu and

Restrepo (2020)、Adachi et al. (2020a)、Arai et al. (2021)）。例えば、Arai et al. (2021)は、ロボッ
トが導入されたことにより定例・手作業のタスク量が減少する一方、非定例の分析的・相互的な
タスク量が増加したことを報告している。こうした点を踏まえて、産業別ロボット資本ストック
をコントロール変数として採用した。

3.2 データ

本研究で用いるデータは以下のとおりである。

3.2.1 5タスクスコア

5タスクスコアは、Arai et al. (2021)で構築したものを利用している。Arai et al. (2021)は、Ace-

moglu and Autor (2011)、Komatsu and Mugiyama (2021)に倣い、5タスクスコアを計算した。
具体的には、各職業の 5タスクスコアを計算する際の、職業別数値情報については、JILPTの「職
業情報データベース:簡易数値データ　ダウンロード version 2.0 (2020年 6月に職業情報提供サイ
ト（日本版Oネット、https://shigoto.mhlw.go.jp/Userdownload）よりダウンロード)」を利用
した。なお、日本版Oネットの職業別数値情報のうち、general activity indicatorsは、上記web

サイトには掲載されていないため、個別に提供を受けた。これらの職業別数値情報は、以下の表
の対応関係に従って 5タスクスコアに変換し、平均 0分散 1になるよう基準化した。その際、2つ

4ただし、Abe (2011)は男女雇用機会均等法の長期的影響はあったとしても大きくないことを指摘している。
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以上の数値情報からなるタスクスコアについては、各数値情報を平均 0分散 1に基準化したのち
加算し、1つの集約してから再度基準化を行っている。5

5厳密には、Komatsu and Mugiyama (2021)では、集計して表示するために就業者数でウエイト付けして計算を行っ
ている。それに対してArai et al. (2021)は、推計の際に集計を行うため、タスクスコアを計算する段階では就業者数で
のウエイト付けは行っていない。
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3.2.2 通勤圏別就業者数

まず、通勤圏の定義は、Tolbert and Sizer (1996)の手法を日本のデータに適用したAdachi et al.

(2020b)の定義に従い、市町村合併が進んだ最新（2015年）の区分を利用した。

通勤圏別のデータを集約する際には賃金構造基本調査の個票データを用いた。具体的には、職
業別タスクスコアを集約する際には通勤圏別職業別シェアを、それ以外のデータを集約する際に
は通勤圏別産業別シェアを用いている。また、35歳以上比率、50歳以上比率、高卒比率、4大卒
比率、女性比率も同データから計算した。なお、産業区分は 12、職業区分は 130となっており、
データが利用可能な 1980、1985、1989～2018年の値を利用した。したがって、推計期間も同期間
となっている。65タスクスコアとの接続には、Komatsu and Mugiyama (2021)が提供する 2005

年基準の接続表を利用した。

3.2.3 ICT資本ストック、その他の変数

産業別 ICT資本ストックは、日本産業生産性データベース（JIPデータベース）より作成した（JIP

データベースの詳細は、Fukao et al. (2007)、Fukao et al. (2021)を参照）。具体的には、1995年
から 2018年までの期間については、JIP2018の投資資産表に掲載されている情報機器、通信機器、
コンピューターソフトウェアを足して求めた。それ以前の期間については JIP2015の ITCストッ
クを成長率で簡易遡及推計した。なお、JIP2018と JIP2015を接続する際には、JIP2018で提供さ
れている産業対応表に従い、接続を行った。また、産業別 ICT価格については、同投資資産表の
掲載の名目投資額を実質投資額で割って算出した。

グローバル化要因の計算に用いる産業別輸出・輸入については JIP統計を利用した。またロボッ
ト化要因については、Arai et al. (2021)で構築されたロボット資本ストックを使用した。具体的
には、日本ロボット工業会が提供する「ロボット産業需給動向（産業ロボット編）」に掲載の B表
（マニピュレーター、ロボット及び応用システム（需要部門別―用途別）出荷統計）を利用し、用
途別平均単価を用いて産業別出荷数量を求め、そこからロボット投資額を算出したうえで、恒久
棚卸法で資本ストックを積み上げて計算した。その際には、Graetz and Michaels (2018)に従い、
除却率は 10%とした。

6具体的産業区分は鉄鋼、非鉄金属、金属製品、一般機械器具、電気機械器具、輸送用機械器具、食品・飲料・タバ
コ・飼料、パルプ、紙製品、印刷業、化学、窯業土石、その他製造業、非製造業である。
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4 分析結果

表2、3は通勤圏別推定の結果である。表2に示された結果によれば、ICTの導入により、非定例・
分析的や相互的のタスク量が増加したことが分かる。定例・認知的タスクはパラメータが小さい
一方で、推定誤差は大きく、ゼロと有意に異ならない。その一方で、定例・非定例の手作業タスク
は減少した。これらの結果は、手作業のタスクから、非定例の分析的・相互的タスクへの代替が
起こったことを示唆している。

本研究の結果は、労働市場における 2極化と関連付けられる。Autor et al. (2003)は、非定例
の分析的タスクや相互的タスクは、問題解決・直観・説得・創造性を要するタスクであり、高度な
教育水準と分析的能力をもつ労働者に適しているとしている。その一方で、定例・非定例の手仕
事タスクは、反復的な生産作業や自動車の運転、食事の準備やカーペットの導入など、高度な教
育水準を要しないタスクであるとしている。したがって、表2の結果は、ICTの導入に伴って、ハ
イスキル労働者が比較優位を持つタスクに対する需要が高まる一方、ミドルあるいはロースキル
労働者が実行することが多いタスクに対する需要が低下したことを示している。

本研究の結果は、先行研究とも整合的である。わが国のデータを用いて ICT導入がタスクイ
ンプットに与えた影響を分析したIkenaga and Kambayashi (2016)は、非定例相互的タスクが増
加するとともに定例タスクが減少したことを報告している。したがって、ICTの導入が労働市場
の 2極化を進める方向に寄与したという点では一致している。ただし、非定例・分析的タスクが
統計的に有意に増加したかどうか、定例・認知的タスクが減少したかどうか、などの点で違いも
残っている。本研究とIkenaga and Kambayashi (2016)の違いは大きく 2つある。第一には、本
研究が通勤圏別推定を用いて労働者が直面する地域労働市場内での影響を分析しているのに対し、
先行研究は産業別推定を用いて、一国全体を単一の労働市場と見なして推計を行っている点であ
る。第二には、用いているタスクスコアが異なる点である。Ikenaga and Kambayashi (2016)は
キャリアマトリクスを利用してAutor et al. (2003)と同様のタスクスコアを計算して分析に用いて
いる一方、本研究では日本版Oネットを利用して計算してAcemoglu and Autor (2011)と同様の
タスクスコアを作成している（表1）。用いている変数の定義に違いがあり、両研究の結果の違い
の原因を厳密に特定化することは難しい。しかし、対象とする労働市場の範囲やタスクスコアの
計算方法に違いがあったとしても、ICTの導入がハイスキルの労働者と補完的であるのに対して、
ミドルあるいはロースキルの労働者と代替的であるという、よく似た結論が導かれることは興味
深いと言えよう。

本研究の分析の留意点の一つは、ICTストックが内生変数であることである。左辺のタスクス
コアを作成する際に用いた労働市場の変数と ICTストックが同時決定であるため、表2に示された
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Table 2: 通勤圏別分析の結果 (I)

説明変数
S1

i,t S2
i,t S3

i,t S4
i,t S5

i,t

タスクの内容
非定例
分析的

非定例
相互的

定例
認知的

定例
手作業

非定例
手作業

(I) OLS
ln(Ki,t) 0.117*** 0.168*** 0.008 -0.103*** -0.044**

(0.025) (0.033) (0.018) (0.026) (0.021)
2-way FE ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
Demographic controls ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
Globalization controls ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
Robotization controls ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
Obs. 7124 7124 7124 7124 7124
R2 0.184 0.263 0.137 0.200 0.319

Note: *** p < 0.01, ** p < 0.05, * p < 0.1. いずれも 2-way固定効果モデルによる推計。推定には、通勤圏固定効果、時
点固定効果、人口動態要因、グローバル化要因、ロボット化要因の各コントロール変数を用いた。Sk

c,t と Kc,t は、通勤
圏 c における k 番目のタスクスコアと ICTに対するエクスポージャーを表す。カッコ内はロバスト標準誤差を表して
いる。推計では、各年の通勤圏別 ICTストックでウエイト付けを行った。

Table 3: 通勤圏別分析の結果 (II)

説明変数
S1

i,t S2
i,t S3

i,t S4
i,t S5

i,t

タスクの内容
非定例
分析的

非定例
相互的

定例
認知的

定例
手作業

非定例
手作業

(II) 2SLS
ln(Ki,t) 0.133*** 0.176*** 0.004 -0.111*** -0.035

(0.029) (0.035) (0.024) (0.029) (0.025)
2-way FE ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
Demographic controls ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
Globalization controls ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
Robotization controls ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
Obs. 7124 7124 7124 7124 7124
Weak instrument F-stat 1.6e+04 1.6e+04 1.6e+04 1.6e+04 1.6e+04

Note: *** p < 0.01, ** p < 0.05, * p < 0.1. いずれも 2-way固定効果モデルを用いて、ICT価格を操作変数とする 2段階最
小二乗法による結果を示している。推定には、通勤圏固定効果、時点固定効果、人口動態要因、グローバル化要因、ロ
ボット化要因の各コントロール変数を用いた。Sk

c,t と Kc,t は、通勤圏 c における k 番目のタスクスコアと ICTに対す
るエクスポージャーを表す。カッコ内はロバスト標準誤差であり、F 値は弱い操作変数に関する Cragg-Donald Wald
F 統計量を表している。推計では、各年の通勤圏別 ICTストックでウエイト付けを行った。
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結果は内生性によって推計値が影響を受ける可能性がある。そのため、表3では、ICT価格を操作
変数とする 2段階推定法による推定結果を示した。ここでの ICT価格は、JIP統計の産業別名目
ICT投資額を同実質 ICT投資額で割ったデフレータを、期初時点における通勤圏内の産業別就業
者ウエイトを利用して集計したものである。推計結果によれば、非定例・手仕事タスクの標準誤
差が若干大きくなったものの、OLSによる結果と大きくは変わらない。すなわち、手作業に関連
するタスクが相対的に減少する一方、非定例の分析・相互的タスクが増加し、ICTの導入が労働市
場の 2極化の一因となったという結論は維持される。なお、第一段階の F統計量（Cragg-Donald

Wald F統計量）は十分に大きく、したがって弱い操作変数の問題が生じている可能性は小さい。

上記の分析では全てのコントロール変数を入れた状態で推計を行っているが、特定のコント
ロール変数の加除に関するセンシティビティを見るため、表4では、コントロールを追加して分析
結果がどのように変化するかを示している。これによると、人口動態要因を加えると非定例・手仕
事タスクが有意になるという変化があるものの、コントロール変数の加除によって符号は変化せ
ず、推定はコントロール変数の選択によって大きく左右されるということはないと判断できる。
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Table 4: 通勤圏別分析の結果:追加分析

説明変数
S1

i,t S2
i,t S3

i,t S4
i,t S5

i,t

タスクの内容
非定例
分析的

非定例
相互的

定例
認知的

定例
手作業

非定例
手作業

(I) 2-way固定効果のみ
ln(Ki,t) 0.139*** 0.181*** 0.013 -0.084*** -0.013

(0.028) (0.033) (0.020) (0.026) (0.020)
Obs. 7124 7124 7124 7124 7124
R2 0.067 0.149 0.025 0.045 0.034
(II) 2-way固定効果+人口動態要因
ln(Ki,t) 0.126*** 0.173*** 0.012 -0.098*** -0.037*

(0.026) (0.035) (0.018) (0.028) (0.020)
Obs. 7124 7124 7124 7124 7124
R2 0.179 0.239 0.135 0.147 0.310
(III) 2-way固定効果+人口動態要因+グローバル化要因
ln(Ki,t) 0.124*** 0.182*** 0.010 -0.115*** -0.043**

(0.027) (0.036) (0.018) (0.028) (0.022)
Obs. 7124 7124 7124 7124 7124
R2 0.180 0.249 0.135 0.180 0.314
(IV) 2-way固定効果+人口動態要因+グローバル化要因+ロボット化要因
ln(Ki,t) 0.117*** 0.168*** 0.008 -0.103*** -0.044**

(0.025) (0.033) (0.018) (0.026) (0.021)
Obs. 7124 7124 7124 7124 7124
R2 0.184 0.263 0.137 0.200 0.319

Note: *** p < 0.01, ** p < 0.05, * p < 0.1. いずれも 2-way固定効果モデルによる推計。Sk
c,t と Kc,t は、通勤圏 cにおける

k番目のタスクスコアと ICTに対するエクスポージャーを表す。カッコ内はロバスト標準誤差。推計では、各年の通勤
圏別 ICTストックでウエイト付けを行った。
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5 結語

本稿では、日本版Oネットの職業別数値情報を用いて計算されたタスクスコアを用いて、タスク
偏向技術進歩としての ICTが、通勤圏別労働市場で、どのような影響を与えてきたか、について
分析した。推定結果をみると、ICT導入に伴い、非定例・分析的や相互的のタスク量が増加した一
方、定例・非定例の手作業タスクは減少したことがわかった。この結果は、日本において、ICT導
入に伴って、ハイスキル労働者が比較優位を持つタスクに対する需要が高まる一方、ミドルある
いはロースキル労働者が実行することが多いタスクに対する需要が低下したことを示唆している。
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